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所得税法所得税法所得税法所得税法    

台湾とカナダ、台湾とカナダ、台湾とカナダ、台湾とカナダ、台湾と台湾と台湾と台湾とポーランドポーランドポーランドポーランドとの租税協定が発効、適用との租税協定が発効、適用との租税協定が発効、適用との租税協定が発効、適用    台湾とカナダ、台湾とポーランドとの「所得に対する租税に関する二重課税の回避および脱税の防止のための取決め(以下、「台加租税協定」および「台波租税協定」)」がそれぞれ締結され、発効しました。2つの租税協定はともに2017年1月1日より適用されます。台加租税協定と台波租税協定は台湾にとってそれぞれ31番目と32番目の全面的な租税協定(全面協定)となります。その主な内容は以下の通りです。    
 台加租税協定台加租税協定台加租税協定台加租税協定    台波租税協定台波租税協定台波租税協定台波租税協定    適用適用適用適用範囲範囲範囲範囲    

適用対象 居住者：それぞれの税法の定義を満たす居住者を指す。個人および企業が含まれる。 適用税目 所得税 

主な主な主な主な租税租税租税租税減免減免減免減免措置措置措置措置    

事業所得 
一方の地域の企業が他方の地域において行う事業が「恒久的施設(PE)」に該当しない場合、その「事業所得」は免税となる。 
PEには以下が含まれる(準備的または補助的な性格の活動を除く)。 一、固定場所 PE 二、工事 PE(期間 6ヶ月超の工事請負) 三、サービス PE(連続する 12 ヶ月において
183日超台湾内で行われるサービス) 四、代理人 PE 

PE には以下が含まれる(準備的または補助的な性格の活動を除く)。 一、固定場所 PE 二、工事 PE(期間 12ヶ月超の工事請負) 三、代理人 PE 

 

投資所得 
一、配当：会社が直接または間接的に所有する株式が 20%以上。限度税率 10%、その他の場合は 15%。 一、配当：限度税率 10%。 二、利息：限度税率 10%、特定の利息は免税。 三、ロイヤルティ：限度税率 10%。 三、ロイヤルティ：工業、商業または科学関連設備の使用あるいはその使用権により支払われる報酬である場合、限度税率 3%。その他の場合は 10%。 財産取引所得 株式取引所得は原則として免税となる。 出国税課徴済み財産の二重課税の解消に関する規定が盛り込まれている。 N/A 
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関連者間の関連者間の関連者間の関連者間の移転価格移転価格移転価格移転価格    

一、対応的調整の仕組みが盛り込まれており、関連者間取引に関する二重課税問題を排除する。 二、関連者間取引に係る調査リスクの軽減および税負担を把握するため、双方の地域の主務機関に二国間事前確認を申請することができる。 争議争議争議争議解決解決解決解決    

相互協議手続 一方の地域の居住者が、租税協定の適用や移転価格の対応的調整をめぐる争議、またはその他の二重課税問題に直面した場合、関連する問題の解決のため、一定の期間内に当該一方の地域の主務機関に相互協議を申し立てることができる。 
    

固定資産の減価償却が固定資産の減価償却が固定資産の減価償却が固定資産の減価償却が作業量作業量作業量作業量法または生産高比例法または生産高比例法または生産高比例法または生産高比例法を採用し法を採用し法を採用し法を採用しているているているているものについてものについてものについてものについて、、、、

遊休資産遊休資産遊休資産遊休資産がある場合、減価償却がある場合、減価償却がある場合、減価償却がある場合、減価償却費費費費を計上したりを計上したりを計上したりを計上したりその他の損失その他の損失その他の損失その他の損失をををを損金にならない損金にならない損金にならない損金にならない    営利事業者が作業量法または生産高比例法により減価償却を行っている生産設備について、経営形態の変更により営業上使用できない遊休資産となった場合、減価償却費を計上したりその他の損失を認識してはなりません。計上した場合は否認され追徴課税となる可能性がありますので、ご留意ください。 
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